
特 記 仕 様 書  

 

（趣 旨） 

第１条 この特記仕様書は、機場維修(九十川排水機場自家発電装置分解整備工)の工事に関し

必要な事項を定める。 

 

（適 用） 

第２条 この特記仕様書は次の工事に適用する。 

 

（１）工 事 名 機場維修(自家発電装置分解整備工) 

（２）工 事 箇 所 一級河川九十川（九十川排水機場）／川越市南田島地内 

 

（目的）  

 第３条 本工事は、一級河川九十川（九十川排水機場）において、九十川排水機場のための自

家用発電設備を分解整備するものである。  

   別紙機器仕様書、図面を参考に設備を更新する。  

  

（適用規格）  

第４条 本工事の施工に当たり、本特記仕様書、埼玉県土木工事共通仕様書の定めのない 

事項は、次の規格規則等に準拠するものとする。  

(1) 日本工業規格(JIS) ( 9）揚排水ポンプ設備技術基準（案） 

(2) 日本電気規格調査会標準規格(JEC) (10）機械工事共通仕様書（案） 

及び揚排水ポンプ設備技術指針 (3) 日本電機工業会標準規格(JEM) 

(4) 電気設備技術基準 (11）電気通信設備工事共通仕様書 

(5) 労働安全衛生規則 (12) 機械工事施工管理基準（案） 

(6) 消防法及びその他関係法規 (13）機械工事塗装要領（案）・同解説 

(7) 埼玉県土木工事共通仕様書 (14) その他関連法規、基準等 

(8) 公共建築工事標準仕様書（電気設備・機械設備工事編） 

 

２ 仕様書以外の事項 

 本仕様書に明記されていない事項についても機能上必要なものはすべて受注者が施工する

ものとし、疑義のある場合は発注者と協議の上指示に従うものとする。 

 

 

（提出書類） 

第５条  

機器の分解整備及び製作に先立ち、受注者は次に示す図書を契約締結後、監督職員が指定する

期日までに作成し、監督職員の承諾を受けなければならない。提出部数・時期は下記による

ものとする。なお、提出図書は、JIS の A4 版とする。 

 



 (1) 施工計画書       １部 

１）承諾に関する図書  ２部（返却１部を含む） 

２）その他の図書    １部 

提出時期：施工計画書に基づき協議する。 

 

(2) 完成図書 

受注者は工事完了後、次に示す図書を一括ファイルして完成図書として監督職員に提出

しなければならない。提出部数は『２部』とする。 

１）機器図 

２）試験成績書 

３）その他監督職員が指示した図書 

完成図書の内容・様式等については監督職員と打合せの上、作成するものとする。 

本工事における工事写真は電子納品とし、データを格納した電子媒体（CD-R）を正副２

部提出する。なお、それ以外の成果品は従来どおり紙で納品する。 

 

(3) 許認可事項・届出関係 

本工事に必要な公官庁の手続き及び検査は受注者が行うこと。申請にあたっては、事前

に監督員の承諾を得ること。 

なお、下記については参考として示すものであり必要事項について申請・届け出等を行

ものとする。 

1）東京電力株式会社に対する申請 

2）危険物製造所・貯蔵所・取扱所 変更許可及び仮使用申請書等 

3）道路等の占用許可申請及び提出 

4）ばい煙発生施設（使用、変更）届 

5）予備試験 

6）官公署検査 

7）クレーン等の設置に関する必要な届出等 

8）その他一切の申請及び検査 

 

（共通事項）  

 第６条 受注者は、「資源の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）」等  

    に基づき、次の対象工事について、工事着手前に本工事に係る「再生資源利用計画  

    書」、「再生資源利用促進計画書」及び「工事登録証明書」を建設副産物情報交換  

    システム（ＣＯＢＲＩＳ）により作成し、施工計画書に含め各１部提出する。  

     また、工事完成後速やかに計画の実施状況（実績）について、「再生資源利用実 

施書」、「再生資源利用促進実施書」及び「工事登録証明書」を同システムにより 

作成し、各１部提出するとともに、これらの記録を保存する。  

   ○再生資源利用計画書（実施書）の作成対象工事（下記のいずれかに該当する工事）  

    ① 500ｍ3以上の土砂を搬入する工事  



    ② 500ｔ以上の砕石を搬入する工事  

    ③ 200ｔ以上の加熱アスファルト混合物を搬入する工事  

    ④ 最終請負金額100万円以上の工事  

   ○再生資源利用促進計画書（実施書）の作成対象工事（下記のいずれかに該当する工事）  

    ① 500ｍ3以上の建設発生土を搬出する工事  

    ② アスファルト・コンクリート塊、コンクリート塊、及び建設発生木材の合計で 

 200ｔ以上搬出する工事  

    ③ 最終請負金額100万円以上の工事  

 ２ 受注者は、施工計画書に建設廃棄物の処理計画を添付する。なお、建設廃棄物の処 

分にあたり、排出事業者は処分業者と建設廃棄物処理委託契約を締結し、同契約書 

の写しを処理計画に添付する。  

また、収集運搬業務を収集運搬業者に委託する場合は、別に収集運搬業者と建設廃 

棄物処理委託契約を締結する。  

３ 排出事業者が建設廃棄物の処理を委託する場合には、産業廃棄物管理票（紙マニ 

フェスト）または電子マニフェストにより管理しなければならない。  

  ア 紙マニフェストの場合は、建設系廃棄物マニフェストＡ票、Ｂ2票、Ｄ票、Ｅ票 

を監督員に提示し、確認を受ける。また、工事検査時には原本を提示しなければ 

ならない。  

  イ 電子マニフェストの場合は、マニフェスト情報登録証明、受渡確認票を監督員に 

提示し、確認を受ける。また、工事検査時には受渡確認票及び一覧表を提示しな 

ければならない。 

 

（建設廃棄物の再資源化等）  

 第７条 受注者は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成１２年５月  

    ３１日法律第１０４号。以下「建設リサイクル法」という。）に基づいて、特定建  

    設資材（コンクリート、コンクリート及び鉄から成る建設資材、木材、アスファ  

    ルト・コンクリート）の分別解体等及び再資源の実施について適正な措置を講ず  

    ることとする。  

       なお、本工事における特定建設資材の分別解体等については設計図書に、再資  

    源化について以下の積算条件を設定している場合、費用等については契約締結時  

    に発注者と受注者の間で確認される事項であるため、発注者が積算上条件明示し  

    た以下の事項と別の方法であった場合でも変更の対象としない。  

      ただし、工事発注後に明らかになった事情により、予定した条件により難い場  

    合は、監督員と協議するものとする。  

         ○再資源化等をする施設の名称及び所在地  

特定建設資材廃棄物 施設の名称 所在地 

- - - 

※上記は積算上の条件明示であり、処理施設を指定するものではない。ただし、原則と 

して再生資源化施設へ搬出すること。  

  なお、受注者の提示する施設と異なる場合においても設計変更の対象としない。  



  ただし、現場条件や数量の変更等、受注者の責によるものではない事項についてはこ  

   の限りではない。  

   ２ 受注者は、契約前に「分別解体等の計画等」について、文書で発注者に説明す  

    るものとする。  

   ３ 受注者は、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したときは、建設リサイク  

    ル法第１８条第１項に基づき、以下の事項等を別紙「再資源化等報告書」に記載  

    し、監督員に報告しなければならない。  

      ・特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了した年月日  

      ・特定建設資材廃棄物の再資源化等をした施設の名称及び所在地  

      ・特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用  

     また、同条第１項に基づき、特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施状況に関     

する記録を作成し、保存しなければならない。  

      なお、資源有効利用促進法等に基づく再生資源利用実施書・再生資源利用促進  

    実施書を作成している場合は、その写しを参考資料として報告書に添付するもの  

    とする。  

   ４ 受注者は、工事の施工に当たっては、平成14年3月18日に策定した「彩の国  

    建設リサイクル実施指針」を遵守し、建設資材廃棄物の再資源化等に努め、廃棄  

    物の減量を図らなければならない。 

 

（週休２日制モデル工事）  

 第１０条 本工事は、埼玉県県土整備部「週休２日制モデル工事（現場閉所型）」の試行 

対象工事である。  

試行の実施は、埼玉県県土整備部「週休２日制モデル工事」試行要領によるものと 

する。試行要領は、埼玉県県土整備部建設管理課ホームページで確認すること。  

      埼玉県県土整備部建設管理課ホームページ  

      http://www.pref.saitama.lg.jp/soshiki/a1002/index.html  

  

（建設キャリアアップシステム（CCUS）活用モデル工事）  

第１１条 本工事は、「建設キャリアアップシステム（CCUS）活用モデル工事〔発注者 

指定型〕」の対象工事である。詳細は、「埼玉県県土整備部建設キャリアアップシステ 

ム（CCUS）活用モデル工事試行要領」を参照のこと。  

      建設キャリアアップシステム（CCUS）活用モデル工事（県土整備部）  

                  〔埼玉県建設管理課ホームページ〕  

      http://www.pref.saitama.lg.jp/a1002/ccus.html 

 

（電子成果品の作成）  

第１２条 電子成果品は、「埼玉県電子納品運用ガイドライン」に基づき作成する。  

  

（法定外の労災保険の付保）  

 第１３条 受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。  

http://#
http://#


  

（関係機関協議）  

 第１４条 受注者は工事に先立ち関係機関との調整を実施すること。調整内容は、施工 

方法に基づき、発注者と協議をすること。  

  

（その他）  

 第１５条 上記に定めるもののほか、必要に応じ監督員と協議のうえ、工事を行う。 

現地工事は、非出水期（１１月～５月）を考慮して発注者と協議の上、決定する。なお、現地

工事期間中も施工する号機以外は稼動できる状態としておくこと。 

２ 請負者は常に工事の実施について近隣住民、関係機関等に入念に説明し、理解を得られる

よう努めること。 

３ この特記仕様書に定めのない事項は、必要に応じて発注者と受注者で協議して定める。 

４ 機場内にある天井クレーンは、施工に使用することができるものとする。ただし、事前に

監督員の承諾を得ること。天井クレーンは、法令に基づいて使用すること。 

 



機器仕様 

１.目的：九十川排水機場に設置されている自家発電装置用主原動機の機能維持を目的とす

る分解整備を行う。  

設備名  施工方法  施工箇所  作業内容  

1号発電装置用主原動機 現地整備  シリンダヘッド系統  

シリンダブロック 

ライナ系統  

潤滑油系統  

燃料系統  

冷却水系統  

ピストン系統  

蓄電池  

分解整備  

(分解・清掃・点検・部品

交換)  

単体試運転調整  

2号発電装置用主原動機 現地整備  シリンダヘッド系統  

シリンダブロック 

ライナ系統  

潤滑油系統  

燃料系統  

冷却水系統  

ピストン系統  

蓄電池  

分解整備  

(分解・清掃・点検・部品

交換)  

単体試運転調整  

  

 ※施工方法について、作業内容が現地整備より工場にて実施した方が有効と判断される施

工箇所については、工場整備でも可とする。  

※分解整備後、実負荷による試運転調整を実施すること。  

３.設備詳細  

設備名：1号発電装置用主原動機・２号発電装置用主原動機 

数 量 ２台  

形 式 立形水冷４サイクルディーゼル機関  

機関名称 ６G１３７T-GL  

出 力 １８０kW  

回 転 数 １５００min-1  

使用燃料 Ａ重油  

製造会社 ヤンマーディーゼル株式会社  

 



技術者等の設置等及び工期の変更に関する特記仕様書 

 

（趣旨） 

第１条 この特記仕様書は、現場代理人の常駐、主任技術者または監理技術者（以

下、監理技術者等という。）の設置及び工期の変更に関し必要な事項を定めるもの

とし、この特記仕様書に記載されていない事項は、埼玉県土木工事共通仕様書に

よるものとする。 

 

（適用） 

第２条 この特記仕様書は、次の工事に適用する。 

 

 ・工 事 名 機場維修(自家発電装置分解整備工) 
 
 ・工事箇所 一級河川九十川（九十川排水機場）／川越市南田島地内 

 

（技術者等の設置等） 

第３条 契約締結後、工事開始日までの期間（施工体制及び資機材の確保等、現場

施工の着手（現場事務所の設置、資機材の搬入または仮設工事等の開始）に向け

た準備を始めるまでの期間）については、現場代理人の工事現場への常駐を要し

ないとともに、監理技術者等の工事現場への設置を要しない。 

 



（現場代理人等通知書の提出） 

第４条 受注者は、第３条の協議を行う場合は、契約締結後速やかに、監理技術者

等の欄を空欄とした現場代理人等通知書を提出する。 

２ 受注者は、第３条の協議により定めた工事開始日までに、監理技術者等を記載

した現場代理人等通知書を提出する。 

 

（ＣＯＲＩＮＳへの登録） 

第５条 受注者は、第４条の現場代理人等通知書を提出後、速やかにＣＯＲＩＮＳ

の登録を行う。ＣＯＲＩＮＳの登録期間は、現場代理人は第４条第１項の提出日

から、監理技術者等は工事開始日からとする。 

 

（工期の変更） 

第６条 契約締結後、工事の進捗状況により、発注者と受注者が協議の上、工期を

変更することがある。 



                                    

専任特例１号の場合の監理技術者等の配置に係る特記仕様書 
 
 （趣旨）  
第１条 この特記仕様書は、建設業法第２６条第３項第１号の規定の適用を受ける監理技術者（以下、

「専任特例１号の場合の監理技術者等」という。）及び監理技術者との連絡その他必要な措置を講
ずるための者（以下、「連絡員」という。）の配置に係る必要な事項を定めたものである。 

 
（技術者の配置等） 
第２条 専任特例１号の場合の監理技術者等の配置を行う場合は、次に掲げる全ての要件を満たさ

なければならない。 
 （１）監理技術者等との連絡その他必要な措置を講ずるための者（以下、「連絡員」という。）

を配置すること。 
 （２）連絡員は、土木一式工事又は建築一式工事の場合は、当該建設工事の種類に関する実務

経験を１年以上有する者であること。 
    なお、連絡員の雇用形態については、直接的・恒常的雇用関係は必要ない。 
 （３）建設工事の工事現場間の距離が、同一の監理技術者等がその一日の勤務時間内に巡回可

能なものであり、かつ工事現場において災害、事故その他の事象が発生した場合において、
当該工事現場と他の工事現場との間の移動時間がおおむね２時間以内であること。 

    なお、移動時間は片道に要する時間であり、その判断は当該工事に関し通常の移動手段
の利用を前提に、確実に実施できる手段により行うものとする。 

 （４）監理技術者等が兼務できる工事は、埼玉県内で施工される工事であること。 
  （５）下請次数が３を超えていないこと。 
    なお、工事途中において下請次数が３を超えた場合には、それ以降専任特例は活用でき

ず、監理技術者等を専任で配置しなければならない。 
 （６）当該工事現場の施工体制を、監理技術者等が情報通信技術を利用する方法により確認するた

めの措置を講じていること。 
 （７）人員の配置を示す計画書を作成し、落札候補者となった時点で発注者に提出すること。また、

現場着手後は工事現場に備えおくこと。 
  
（同一の特例監理技術者が兼務できる工事） 
第３条 同一の監理技術者が配置できる工事の数は、本工事を含め同時に２件までとする。 
 
（提出書類） 
第４条 受注者は、専任特例１号の場合の監理技術者及び連絡員の配置を行う場合は、現場代理

人等通知書及び経歴書を監督員にその都度提出するものとする。 
２ 受注者は、専任特例１号の場合の監理技術者及び連絡員の配置を行う場合は、施工計画書に

各々が担う業務について記載し、監督員にその都度提出するものとする。 
 
 



                                   

（適用除外） 
第５条 次に掲げるいずれかの要件に該当する場合は、専任特例１号の場合の監理技術者の配置を

認めないものとする。 
一 埼玉県建設工事低入札価格調査制度実施要領で定める低入札価格調査を経て契約を締結する工

事であるとき。 
二 埼玉県建設工事技術者複数配置試行要領による工事であるとき。 
 
（ＣＯＲＩＮＳへの登録） 
第６条 本工事において、専任特例１号の場合の監理技術者及び監理技術者補佐の配置を行う場合

又は配置を要さなくなった場合は適切にＣＯＲＩＮＳへの登録を行うこと。 
 
（その他） 
第７条 既に監理技術者として配置されている工事について、監理技術者が専任から兼務に変わ

り、連絡員を新たに設置するなど、施工体制が変更になる場合は、事前に発注者と協議し、必
要な手続きを行うものとする。 


